
はじめに

前米国大統領バラク・オバマは、その演説のなかで19世紀の進歩的知識人ロバート・パー

カーの「歴史の方向性を変える（bending history）」という言葉をしばしば引用し、自らが歴

史のなかで果たすべき役割を自覚していることを披露した（1）。しかし皮肉にも、後世の識者

が21世紀初頭のアメリカを回顧するとき、その外交政策に大きな方向転換の圧力を加えたと

みなすのはオバマではなく、彼への侮蔑を隠そうとしなかった45代米大統領のドナルド・ト

ランプであろう（2）。

オバマ外交は、「馬鹿なことをするな（“don’t do stupid shit”）」という言葉が象徴するよう

に、慎重さを重視するあまりその消極性が目立つ一方で、第2次世界大戦後続いてきた、い

わゆるリベラルな国際秩序の維持を前提に、多国間協力とアメリカのリーダーシップの適度

なバランスを模索し続けた（3）。これに対し、トランプ大統領は就任以来、選挙期間中の過激

とも言える主張を次々と実行に移し、自らを「関税の男（tariff man）」と呼んで保護貿易的政

策を追求し、同盟国を敵視するかのごとく振る舞い、世界のポピュリスト的政治指導者と緊

密な関係を築き、ロシアのプーチン大統領や北朝鮮の金正恩委員長などの独裁的リーダーへ

の接近を試みてきた。こうしたトランプ大統領の対外行動は、まさに戦後アメリカが構築し、

冷戦後にグローバルに広がった国際秩序を根底から揺るがすものであり、それまでのアメリ

カ外交との断絶を体現しているとも言える。

2020年11月の大統領選挙を数ヵ月後に控える現在、こうした「トランプ外交」が今後も継

続していき、まさに戦後アメリカ外交の分岐点になるのか、それとも、トランプ以前の国際

主義的アメリカ外交が復権するのかが注目される。「トランプショック」を経験したアメリカ

外交は、今後どういった方向に進んでいくのであろうか。もちろん、この問いに対する答え

は、2020年11月に行なわれる予定の大統領選挙・議会選挙の結果に大きく左右されるであろ

うし、そもそも、社会科学においてどの程度正確な予測ができるのかについては、議論の余

地がある（4）。しかし、その後のアメリカ外交の方向性を見定めるためには、これまでの歴史

におけるトランプ外交の位置付けを把握したうえで、今後継続してアメリカ外交に影響を及

ぼす国内および国際的要因を分析することが前提となるはずである。

こうした認識に基づき、本稿では、まずトランプ外交をアメリカ外交の歴史的脈絡のなか

で位置付ける。その際、比較的よく用いられる2つのトランプ外交の捉え方に触れたうえで、
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アメリカ外交史上の必然的帰結としてトランプ外交を捉える見方を示す。そして、この議論

を踏まえて、2021年以降のアメリカ外交の行方に影響すると思われる要因について考察した

い。

1 トランプ外交をどう捉えるか

（1） トランプ外交に関する2つのアプローチ

トランプ外交の捉え方はさまざまであるが、大別すれば2つのアプローチが目を引く。ま

ずひとつは、トランプ外交を、ウォルター・ラッセル・ミードの言う「ジャクソニアン」と

いう類型に当てはめる試みである（5）。ミードは自著のなかで、アメリカ外交の歴史上の重要

人物にちなんで「ジェファーソニアン」「ハミルトニアン」「ウィルソニアン」「ジャクソニア

ン」という4類型を示し、ジャクソニアンについて、アメリカ流のポピュリズムに基盤を置

き、アメリカの主権が制限されることを過激なまでに嫌悪し、自らの利益が傷つけられたと

感じた場合、武力行使を含む過剰な反応を厭わない政治的伝統型と位置付けた（6）。たしかに、

「アメリカ第一主義」を掲げ、環太平洋パートナーシップ（TPP）協定やイランの核合意、さ

らには新型コロナ危機のさなかに世界保健機関（WHO）からの離脱をも厭わず、また、リス

クを顧みずイランのカセム・ソレイマニ司令官の殺害を命じた態度は、ジャクソニアン的だ

と言える。また、トランプ外交を、「保守的／アメリカ的ナショナリズム外交」と捉える向き

もあるが、これもミードの見解に通じるものとみてよいであろう（7）。

もうひとつの捉え方は、トランプ外交をあくまで、ドナルド・トランプという特異な個人

の信条や性格、認知パターンの産物と捉える方法である。これは、外交政策分析でしばしば

用いられる3つの分析レベルで言えば、政治指導者という個人レベルに着目するやり方であ

り（8）、トランプ外交の特徴を、外交と取引の同一視（transactional）、衝動的（impulsive）、無原

則（erratic）などとする見方は、根本的にはこのアプローチに則ったものと言える。近年、外

交政策分析や国際関係論の分野では、政治指導者が政策に与える影響を認知心理学的・脳神

経学的な観点から分析する手法が脚光を浴びている（9）。トランプ大統領個人の心理的不安定

性に注目し、その政策への影響を懸念するものも、やや行き過ぎの感もあるが、こうした延

長線上にあるものと捉えることができる（10）。

こうした2つのトランプ外交の捉え方は、相互排他的なものではなく、その外交政策を分

析するうえで有用でもある。他方、すべての分析枠組みに限界があるのと同様に、両アプロ

ーチともに問題も抱えている。前者のアプローチは、トランプ外交を既存のアメリカ外交の

伝統の枠組みのなかで捉えようとするため、それでは捉えきれない側面―たとえば、ベネ

ズエラへの軍事介入に際して中途半端な態度をとったり、前述したソレイマニ司令官殺害の

報復としてイランが中東の米軍基地を攻撃した際に抑制的に対応したこと―が少なからず

残される。このため、本当にトランプ大統領およびその政権をジャクソニアンとみなすべき

なのかに関して懐疑的な見方もある（11）。他方、後者のアプローチは、過度にトランプ大統領

個人の特異性に注目するため、そうした個人が権力の座に就くことができた脈絡を軽視して

しまうという問題がある。たとえば、ランディ・シュウェラーは、構造的リアリスト理論に
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基づいて、そもそもトランプ大統領の誕生が可能だったのは、国際システムが単極から多極

にシフトすることで、アメリカ国民がロシアや中国との国際競争が激化することを認識し、

中東における不毛な「国家建設」プロジェクトや欧州における北大西洋条約機構（NATO）か

ら手を引き、より自国の利益を前面に出す外交を志向する素地ができていたためだと指摘す

る（12）。

（2） 歴史的必然としてのトランプ外交

前述した、トランプ外交についての2つの見方に対して、本稿では、トランプのような外

交観の持ち主が権力の座に就くに至るプロセスに注目するアプローチを提示したい。それは、

歴史の必然としてトランプ外交を捉える見方である。もちろん、歴史において、生じること

が必然だと言いきれる事象など、ほぼないであろう。ましてや、2016年の大統領選挙で大方

の事前予想を覆して薄氷の勝利を得たトランプの外交政策が必然だったという見方に説得力

があるとは考えにくい。しかし、以前から続いてきたアメリカ政治・外交上の展開が、徐々

にアメリカ国民が志向する外交政策の選択の方向性を限定し続け、仮に2016年の大統領選挙

でトランプが勝利していなくとも、早晩彼のような外交観をもつリーダーが出現することが

不可避であった、という仮説は検証に値すると考える（13）。

より具体的には、相互に連関する3つの潮流が交錯することで、トランプ外交の出現が歴

史的必然となったと考えられる。第1の潮流は、1970年後半から継続してきた、ワシントン

政治の「経験」よりもその「経験のなさ」を善しとするアメリカ政治の風潮である。振り返

ってみれば、1976年の大統領選挙で現職のジェラルド・フォード大統領をジョージア州知事

で連邦政府での経験のないジミー・カーターが破って以来、現職大統領が再選された場合を

除いてほとんどの大統領選挙で勝利したのは、ワシントン政治との無縁さ、つまり「経験の

なさ」をアピールした候補者ばかりであった（14）。一般的に、その背景には、1960年代のベト

ナム戦争とそれに伴う反戦運動の高まり、さらには、ウォーターゲート事件によるリチャー

ド・ニクソン大統領の辞任などによってアメリカ国民の政治不信が高まり、ワシントン政治

に染まっていない人材に清廉性・革新性を見出す人が増えたことがあると思われる。この傾

向は、ロナルド・レーガン大統領が「政府こそが問題である」と述べた1980年代にも継続し

ていく。

私見であるが、こうした傾向は、ポスト冷戦期に入って、インターネットやソーシャルメ

ディアの政治利用が進み、政治的コンサルティングがさらに高度化・洗練化（15）するに従っ

て、皮肉なかたちで加速してきたのではないか。一方では、選挙の「プロ化」は、政治経験

の少ない候補者でも、資金力と一定程度の知性があれば、選挙を有利に戦うことを可能にし

た。しかし他方では、プロの助言を基にターゲットとなる支持者層にアピールしつつ、挙げ

足をとられないよう予定調和的な発言をするようになる。こうすると、逆に、どの候補者も

同様の「政治家的」な言説を用いるようになり、新鮮味がなくなってしまう。このため、い

わゆる「本流」から離れ、自らの際立つ主張を展開する候補者が注目を集めることになり、

支持者は、そうした候補者を「自分の言葉で本音をしゃべる、政治家らしくない人物」と評

価するようになる。2016年の大統領予備選挙において、共和党側のトランプ候補、民主党側
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のバーニー・サンダース候補とも、コンサルタントに過度に頼らず、自らの主張を展開し、

熱狂的支持者を集めることに成功した背景には、こうした事情もあるのではなかろうか（16）。

第2の潮流は、漸次的に進行してきたアメリカ国内における民主的規範の弱体化と、国民

の民主主義への幻滅である。トランプ大統領による民主的規範の踏みにじり行為は目を覆う

ばかりである（17）。しかし、今日では広く知られているとおり、2016年までにアメリカおよび

欧州において、一般市民の民主主義への信頼はすでに揺らいでおり、むしろ民主政治に否定

的な意見の割合も高まっていた（18）。その原因としてよく挙げられるのは、格差の拡大と中

間・低所得層の不満や、ソーシャルメディアの登場などである（19）。しかし、1990年代後半に

は、すでに議会政治における “uncivil” と呼ばれる倫理違反行為の増加が問題視され始めて

いた。また、オバマ、トランプ両政権下で起こった政府の閉鎖は、ともに共和党側が自らの

主張を相手に認めさせるために政府予算を人質にとるという統治の常道を逸した手段をとっ

たため生じたものだが、こうしたことはすでに1990年代半ばに行なわれていた。これらは、

当時から民主的規範の揺らぎは始まっていたことを示唆している。

政治的分極化がさらに進んで「決められない政治」が続くと、民主的手続きを犠牲にして

でも、自らが支持する政策を実現することを人々が肯定的に捉える傾向が高まった。2013年、

上院与党の民主党は、共和党の妨害行為にしびれを切らせ、最高裁判事を除く裁判所判事お

よび行政府高官の任命に関して、「議事進行妨害（filibuster）」を終わらせるのに必要な票を単

純過半数（51票）に下げた。また、オバマ大統領は、非協力的姿勢を貫く共和党議会を迂回

するかたちで、大統領令を通じてDACAと呼ばれる若年不法移民救済制度を設けたほか、大

統領覚書（presidential memorandum）を駆使して、自らの政策を実行してきた（20）。皮肉なこと

に、こうした行為は、トランプ政権が都合の良いように大統領権限を振りかざし、既存の慣

行や規定を攻撃する素地を作ったとも言えなくもない（21）。他方、共和党は、オバマ大統領が

リベラル中道派の最高裁判事候補を指名した際、断固として承認審議をすることを拒否した

が、この姿勢を宗教保守派は支持したのである。

さらに、少なからぬ一般市民は、既存の民主的手続きが、結局エリートによって都合の良

いように利用されていることを見抜いている。特定の政党・候補者を有利にする選挙区割り

のゲリマンダリングや、有権者登録や投票所の設置などの諸制度を意図的に不便にする投票

妨害などが不公正であることは言うまでもない。これらに関しては、近年共和党が批判され

ることが多いが、民主党側にも問題がないわけではない。2016年大統領選挙で民主党本部の

コンピューターがハッキングされ、民主党本部が、激しい追い上げをみせるサンダース陣営

に対してヒラリー・クリントン候補が指名者争いで有利になるよう配慮していたことが公に

された。こうした行為がボディブローのように既存の民主主義への信頼性を損ない、一般市

民が、自分の声を正当に反映する「本当の民主主義」を実現するために「フェイクの民主的

手続き」を攻撃することを正当視するようになることは容易に理解できる。トランプ候補が

登場する頃にはすでに、多くのアメリカ人が、民主主義を多少歪めてでも自ら支持する政策

を実行しようとする候補を支持するような政治状況が作り上げられていたと思われる。

そして、第3の潮流が、冷戦終焉以降の経済的グローバル化と世界への関与を率先してき
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たリベラル・保守双方のエリートに対する、アメリカ一般国民の幻滅および反発である。最

も早くから一般市民とエリートのギャップの乖離が顕著だったのは、移民問題である。冷戦

終焉後まもない1994年には、シカゴ外交評議会（現在のシカゴグローバル評議会〔Chicago Coun-

cil on Global Affairs〕）の世論調査では、72%の回答者が深刻な外的脅威として、すでに「大量の

移民・難民の流入」を挙げていた（22）。その後、IT革命によるアメリカ経済の復活などもあり、

移民を脅威とみなす傾向はやや和らいだが、2001年の9・11同時多発テロ事件によって、イ

スラム教徒を中心とする非白人移民への拒絶的反応が再び高まり、その後も多くの人々がラ

テン系を中心とする非白人移民の増加に文化的あるいは経済的脅威を感じ続けていた。ジョ

ージ・W・ブッシュ政権の2期目には、2006年の中間選挙で議会多数派となった民主党の力

を借りて移民制度改革を行なおうとしたが、足元の共和党支持者による猛烈な反対にあって

頓挫した。こうした背景にも、経済的・イデオロギー的理由から人種的多様化を肯定するエ

リートに対する一般市民の反発があったことは想像に難くない。

さらに21世紀に入ってから、安全保障および経済政策の両面において、もはやエリートに

任せてはおけないと認識させる事態が生じたのは、周知のとおりである。2003年のイラク戦

争では、早々にサダム・フセイン政権を崩壊させたが、同年夏にはすでに戦後の平和構築の

失敗が明らかになり、2001年にタリバン政権を崩壊させたアフガニスタンの状況とともに泥

沼化していった。2008年の大統領選挙中にイラクからの撤退を主張したオバマ候補も、その

中途半端な政策によってかえって状況を悪化させ、リビア、シリアではアメリカの関与を最

小限に維持することで精一杯であった（23）。このため、2016年4月に実施された世論調査では、

57%の人が「アメリカは他国の問題ではなく自らの問題に対処すべき」と、41%の人が「アメ

リカは世界で多くのことをしすぎている」と感じていた（24）。経済政策に関しては、冷戦後、グ

ローバル化と技術革新の進行で製造業の空洞化はさらに進行し、その恩恵を受けて裕福にな

るエリート層と、取り残される労働者層の乖離はさらに深刻化した（25）。そして、2008年のリー

マンショックとその後の大不況では、問題を引き起こした金融業界のエリートは、ブッシュ、

オバマ両政権下で誰一人その責任を法的に問われなかった（26）。トランプ政権初期にその懐刀

として存在感のあったスティーブ・バノンは、金融危機への対処をめぐって腐敗した「グロ

ーバリスト」を批判したが、こうした状況がその説得力を高めたことは想像に難くない（27）。

また、2008年の大統領選挙においてオバマ候補は、北米自由貿易協定（NAFTA）の見直しを

主張したり、韓国やコロンビアとの自由貿易協定（FTA）に懐疑的姿勢をとったりしていた

が（28）、大統領就任後は徐々に姿勢を変化させた。そして、政権末期にTPPの合意にこぎつけ

たが、従来自由貿易を掲げていた共和党も、国務長官として同協定を推進してきたクリント

ンでさえも、その批准に慎重な姿勢をとらざるをえなかった。この時点ではもはや、一般市

民が対外政策に関してエリートの判断を不問にして受容する状況ではなかったのである。

＊

シュウェラーは、2016年大統領選挙の直前に、トランプが「（大統領）職にふさわしくなる

ような、歴史的瞬間にわれわれは位置している」と述べた（29）。筆者は彼とは異なり、トラン

プ候補の当選を期待もしなかったし予測もできなかったが、彼が意味したことは、ここで説
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明した見方に通ずると思われる。2016年のトランプ候補は、政治経験のなさが評価される風

潮、既存の民主政治への信頼低下、そして外交エスタブリッシュメントへの幻滅が重複した

とき、まさに時宜にかなったキャラクターであった。仮にクリントンが2016年の大統領選挙

に勝っていたとしても、彼女は基本的には従来路線の政策を追求したであろうし、それによ

って、現状に不満をもつ多くのアメリカ人が満足するかたちで経済・安全保障上の問題が解

決された可能性は少ない。そして、アメリカの政治文化には、孤立主義的・単独主義的思想

がいまだに流れていることに鑑みれば（30）、早晩、そうした外交政策の代替として出てくるの

は、トランプ外交的なものになったのではなかろうか。

2 アメリカ外交の行方

前述の分析を踏まえ、今後アメリカ外交はどうなっていくのか。すでに述べたとおり、ま

ず重要なのは、2020年11月に行なわれる大統領選挙の結果であろう。もし、トランプ大統領が

再選されれば、トランプ外交がおそらくその破滅的度合いを増すかたちで展開され、戦後維

持されてきた国際秩序はさらに打撃を受けるであろう。他方、ジョー・バイデン候補が勝利

すれば当然、トランプ政権発足前の国際主義的アメリカ外交に回帰しようとするであろう（31）。

しかし、トランプ外交が歴史的必然だったとすれば、トランプ以前のアメリカ外交に簡単に

戻ることはできない。バイデンが選挙に勝利しても、トランプ支持者は新政権の批判勢力と

して残る。彼らは、外交政策エリートによる新政権の政策を懐疑の目で見るであろうし、ま

た、政治的分極化が続くなかでトランプ時代にさらに蝕まれた民主制度への信頼を回復する

には時間がかかる。少なくとも、しばらくは慎重な外交政策運営を行なうことになるであろ

う。

ただ、バイデン政権が2つの要因を背景に政策を効果的に実行していけば、その後時間を

かけつつ、国際主義的アメリカ外交が復権する可能性も残されている。そのひとつは、中国

のさらなる台頭によって国際システムが単極からより2極に近づいていくことである（32）。構

造的リアリズムによれば、単極システムの頂点にある覇権国は、国際システムの制約を最も

受けにくいために、その対外行動はむしろ国内政治やリーダーの信条に左右されやすく、非

効率なものになりがちである。しかし、2極システムでは、2超大国の対立が激しく、また第

三国にバランシングの負担を転嫁する（バックパッシング）ことも不可能なため、超大国が自

ら外交政策に力を入れ、かつ同盟国獲得競争をも行なうことになる（33）。こうしたことから、2

極システムへの移行が進むため、コンセンサスに基づく外交政策がより容易になり、また、

国内政治の分断も緩和されるかもしれない。ただし、国際システムの移行は急激には進展し

ないうえに、その国内政治に与える影響の程度についてはさまざまな議論があり、どの程度

効果的に機能するかは不明である。

第2の要因は、トランプ外交を必然的なものにした潮流のひとつである、「経験のなさ」を

評価するアメリカ政治の風潮に関連する。もしバイデンが今年の選挙に勝てば、冷戦後初め

て、「経験豊富」な候補者が「経験の浅い」候補者を破る選挙となる（34）。もし、バイデンが、

その経験を生かして国際主義的外交を効果的に行ない、有権者に「成功体験」をもたらすこ
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とができれば、戦後アメリカ外交への信頼回復を促すことになるかもしれない。特に、アフ

ガニスタンとイランでの軍事関与に区切りをつけられれば、アメリカ国民にとって大きな心

理的影響を与えることができるだろう。近年の研究では、外交政策の経験を有することは効

果的な外交政策運営にとって重要であるという研究も出されている（35）。その意味では、経験

豊富なバイデンが実績を残し、「豊かな政策経験」の重要性が再評価されるようになれば、ト

ランプ外交の実現を促したひとつの要因の潮目が変わることになる。他方、もしバイデンが

単純にトランプ前の外交政策に回帰しようとし、それが失敗するようであれば、再びトラン

プ外交支持者を勢いづけ、アメリカ外交の揺らぎはさらに続いていくことになろう。
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